
草津市気候非常事態（ゼロカーボンシティ）宣言の背景 

 

2016 年に国連にて発行された「パリ協定」では、地球温暖化防止に向け、産業革命前からの世界の平均気温上昇を

2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求するという目標が掲げられた。この目標を達成するため、世界で

は地球温暖化による気候変動を危機としてとらえ、国や自治体等が「気候非常事態宣言」（※１）をし、危機意識を共有

する動きが広がっている。 

 

一方、国内に目を向けると、国の 2050 年カーボンニュートラル宣言を受け、2050 年に温室効果ガスまたは CO2（二酸

化炭素）の排出量を実質ゼロにすることを目指す「ゼロカーボンシティ宣言」（※２）を行う地方自治体が相次いでいる。 

 

このような国内外の潮流を受け、本市においても早期に気候非常事態宣言を行い、市民と危機意識の共有を図るととも

に、ゼロカーボンシティ宣言も同時に行うことで、具体的な行動目標を示す予定である。そのうえで、国の 2030 年目標、

すなわち、2013 年度比で CO2排出量－46％達成に寄与するために、市としても排出量削減に向けた取組を加速する必

要がある。 

 

地球温暖化対策の推進に関

する法律（温対法）に基づき策

定している草津市地球温暖化対

策実行計画（事務事業編）につ

いては、2050 年カーボンニュー

トラルを見据えた計画となるよう

今年度改定を予定しており、ま

ずは、一排出事業者である草津

市役所として率先行動を示す予

定である。 

 

しかしながら、ゼロカーボンシティの実現には、市役所をはじめとする公共施設での取組だけでは不可能であり、CO₂排出

5 部門、すなわち産業、業務、家庭、運輸、廃棄物の各部門で具体的施策を検討し、市域全体で排出量を削減できるよ

う、部局横断的に全庁挙げての取組が必要である。 

 

なお、市域の地球温暖化対策については草津市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）＜草津市地球冷やしたいプ

ロジェクト＞において示している。先般、改正温対法が可決・成立し、計画において、新たに再生可能エネルギー利用促進

等の施策の実施目標を定めることが市町村に求められていることから、必要に応じて見直しを行う。 

 

（※１）気候非常事態宣言 

2021 年 11月時点では、全世界では 1,000 以上、国内では約120 の自治体が宣言を実施。衆議院や参議院、環境

省も実施している。国の明確な定義なし。 

（※２）ゼロカーボンシティ宣言 

2021 年 11 月 30 日時点では 492 自治体が宣言を実施。国（環境省）の定義があり、今後、地球温暖化対策の補助

金を受けるための要件となる可能性もある。 


